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第１ 事業の概要 

１  事業名称 

中城村立中学校整備事業（以下「本事業」という。） 

 

２  事業内容 

本事業においては、実施方針の公表にて示したとおり、本事業を実施する民間

事業者（以下「事業者」という。）が以下の業務を実施するものとする。 

① 中城中学校の施設整備（設計及び建設・工事監理等）に関する業務 
② 中城中学校の維持管理に関する業務 
 

３  事業方式 

本事業は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

（平成１１年法律第１１７号。以下「ＰＦＩ法」という。）第１４条第１項に基

づき、本施設の管理者である中城村（以下「本村」という。）が事業者と締結す

る本事業に係る契約に従い、事業者が、本施設の設計及び建設・工事監理業務を

行い、本村に所有権を移転した後、事業契約に定める事業期間が終了するまでの

間、維持管理業務を行う方式（ＢＴＯ:Build Transfer Operate）により実施する。 

 

４  事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約締結日から令和26年３月31日までとする。 

 

５  本施設の立地条件及び規模 

・事業予定地：中城村字安里及び当間地内 

・敷地面積 ：約29,800㎡ 
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（３）  リスク分担の明確化による安定した事業実施 

ＰＦＩ事業として実施する場合、施設整備のための設計、建設、解体等にお

けるリスク、事業の資金調達におけるリスク、維持管理におけるリスク等、想

定可能なリスクについて、事業者と分担することが可能である。 

本村と事業者との間で、設計、建設、工事監理及び維持管理に係る役割分担

の設定や管理体制の整備を適切に行うことにより、リスク発生の抑制を図ると

ともに、リスク発生時において適切かつ迅速に対応することが可能となり、安

定的かつ効率的な事業実施が期待できる。 

 

３  総合評価 

本事業をＰＦＩ事業として実施することにより、本村が自ら実施する場合に比

べ、事業期間全体を通じた本村の財政負担額について、約３．３％の削減（リス

ク調整額を除く。）が見込まれ、さらに、公共サービスの水準の向上及び事業の

安定化も期待できる。 

以上により、本事業をＰＦＩ事業として実施することが適当であると認められ

ることから、ＰＦＩ法第７条の規定より特定事業として選定する。 


